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一　　般　　会　　計



　甲第１号議案 

 

　　　　令和７年度沖縄県一般会計補正予算（第１号） 

 

　　令和７年度沖縄県一般会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

　　（歳入歳出予算の補正） 

　第１条　既定の歳入歳出予算の総額に1,888,623千円を追加し、歳入歳出予算の総額をそ 

　　れぞれ891,248,623千円とする。 

　２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予 

　　算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

　  （地方債の補正） 

　第２条　既定の地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。 

 

　 

　 

　 

　　　　 

　　　令和７年６月17日提出 
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補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

10 国 庫 支 出 金 194,258,653 1,594,674 195,853,327

２ 国 庫 補 助 金 135,814,709 1,594,674 137,409,383

13 繰 入 金 50,540,595 13,449 50,554,044

２ 基 金 繰 入 金 50,492,365 13,449 50,505,814

16 県 債 41,927,600 280,500 42,208,100

1 県 債 41,927,600 280,500 42,208,100

889,360,000 1,888,623 891,248,623

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正

　歳　　入

款 項

歳　　　　入　　　　合　　　　計
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補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

２ 総 務 費 82,556,963 462,793 83,019,756

１ 総 務 管 理 費 36,376,414 462,793 36,839,207

４ 衛 生 費 54,740,401 410,400 55,150,801

５ 医 薬 費 17,271,977 410,400 17,682,377

10 教 育 費 189,886,385 1,015,430 190,901,815

１ 教 育 総 務 費 23,134,567 545,775 23,680,342

４ 高 等 学 校 費 44,616,649 409,200 45,025,849

５ 特 別 支 援 学 校 費 20,770,555 60,455 20,831,010

889,360,000 1,888,623 891,248,623

款 項

歳　　　　出　　　　合　　　　計

　歳　　出
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第　２　表　　　地　方　債　補　正

（変　更）

補正前の額 補 正 額 計

千円 千円 千円

(借入方法) 年５％以内 償還期間は、据置

防 災 ・ 減 災 ・ 国 土 強 靱 化
緊 急 対 策 事 業

22,500 168,200 190,700 証書借入又 （ただし、 期間を含め30年以

は証券発行 利率見直し 内とする。

臨 時 高 等 学 校 改 築 等 事 業 884,300 112,300 996,600 による。　 方式で借り 償還方法は、元利

発行価格が 入れる資金 均等、元金均等等

額面金額を について、 による。

下回るとき 利率の見直 ただし、財政の都

は、その発 しを行った 合 に よ り ､ 据 置 期

行差額をう 後において 間中であっても繰

めるため必 は、当該見 上償還し、償還年

要な金額を 直し後の利 限を変更し、又は

これに加算 率）　　　 借り換えることが

した金額と できる。

することが

できる。　

(借入時期)

令和７年度｡

ただし、事

業その他の

都合により､

その一部又

は全部を後

年度に繰り

延べて起債

することが

できる。　

合　　　　　　計 41,927,600 280,500 42,208,100

起　債　の　目　的
限　　度　　額

起債の方法 利　　率 償還の方法
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